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岩手県陸前高田市未来図会議が果たしてきた役割

災害対応計画へのモデルとして
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目的 東日本大震災被災地，岩手県陸前高田市において震災後から継続して未来図会議（保健医療

福祉包括ケア会議から名称変更）が実施されている。この会議が果たしてきた役割を分析し，

今後の災害対応計画への一助とする。

方法 未来図会議創成期の保健医療福祉関係者10人（行政 6 人，行政以外 4 人）への聞取り結果，

既存資料による情報収集を基に，経済協力開発機構開発援助委員会（OECD/DAC）による評

価 5 項目を用いて分析した。

結果 被災直後，市関係者は支援調整対応に追われ現状確認と情報集約が出来ない状況にあった。

元市職員の支援者が調整役となり初回会議が2011年 3 月27日に開催され，参加者は官民区別な

く全保健医療福祉関係者とされた。各方面の現状情報共有と支援調整が行われ，5 月には復興

に向けた課題共有を開始した。6 月末までほぼ毎週開催され，災害援助法救護班派遣が終了し

た 7 月より月 1 回の開催となった。参加者はその頃より現地職員を主とし，地元市民団体，外

部支援団体となり，中長期的課題共有と対応検討をし続け，現在に至る。

DAC 評価 5 項目別に以下の結果が得られた。◯妥当性被災後の現状把握，情報共有，支

援調整の場として機能した。◯有効性行政，民間，支援関係者が共通認識をもち役割を確認

し，支援連携を生む機会となった。◯効率性支援の需要と供給のマッチング機会を創出し

た。知恵が集積され新たな視点や効果的な活動を生み，支援の効率化に貢献した。◯インパク

ト関係者への知識普及と課題の共通理解を促進した。包括的ニーズ把握が施策化に活かされ

た。◯自立発展性早期からの復興イメージ提示により課題共有がされ，行政・民間双方にお

いて復興に関し検討する必要な場として認識されている。

結論 災害時の国際協力では効率的支援と最大限の支援効果を目的とするクラスターアプローチが

実施される。専門分野ごとにパートナーシップを構築し支援調整を行うものだが，未来図会議

は，緊急期，復旧期においてこのクラスターアプローチの役割を担っていた。復興期以降は全

関係者が中長期的課題を共有し検討できる場として役割を担っている。このような未来図会議

の取組みは今後の災害対応計画において一つのモデルとなり得る。

提言として◯早期に情報交換の場を立ち上げること，◯会議参加者の資格は問わず自由参加

とすること，◯地元既存組織を含め民間組織との平時からの関係構築，が挙げられた。
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 は じ め に

2011年 3 月11日に発生した東日本大震災により甚

大な被害を受けた岩手県陸前高田市において，被災

後の混乱の中，保健・医療・福祉の行政関係者およ

び支援関係者が一堂に会する「保健医療福祉包括ケ

ア会議」が被災から約 2 週間後に開催された。この

会議は後に，陸前高田市の未来を考えるという意味

合いを込め「未来図会議」と名称を変え，震災後 4
年以上が経過した現在も継続開催されている。筆者

は震災直後から，岩手県沿岸被災地域にて特定非営

利活動法人 HANDS（Health and Development Serv-
ice）の支援活動を実施しており1)，この保健医療福

祉包括ケア会議（以下，未来図会議とする）開催初

期から外部支援団体メンバーとして継続的に参加し
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表 DAC 評価 5 項目内容および本調査における評価視点

評価項目 内 容 主 な 視 点 本調査における評価視点

妥当性
Relevance

実施の正当性，必要性 目標が要望やニーズ，政策等と統合し
ている程度

未来図会議実施の正当性・必要性

有効性
EŠectiveness

プロジェクトの効果 目標が実際に達成されたか，あるいは
これから達成されると見込まれる程度

未来図会議の目標達成，効果につ
いて

効率性
E‹ciency

プロジェクトの効率性 資源と投入，時間などが結果を生み出
したかを示す尺度

未来図会議実施プロセスが生み出
した効率性

インパクト
Impact

プロジェクトの長期的，
波及的効果

直接または間接的に生じる肯定的・否
定的，一次的・二次的な長期的効果

未来図会議による長期的・波及的
効果

自立発展性
Sustainability

終了後の持続性 長期的便益が継続する蓋然性 未来図会議の持続性・継続性

 Principles for evaluation of development assistance. OECD/DAC, Committee DA; 1991. および OECD/DAC Criteria
for Evaluating Development Assistance.

 本評価における未来図会議の目標とは「情報交換の場，全体の支援・方向性を考え議論していく場」とする。
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ていた。他の被災市町においても保健医療福祉等関

係者会議が開催されていたが，東日本大震災から 4
年以上が経過した現在でも，継続的に会議を開催し

ている市町は少ない。

本調査は，陸前高田市の未来図会議がこれまで果

たしてきた役割を分析し，今後の災害対応計画への

一助とすることを目的とし実施した。

 方 法

既存資料による情報収集および未来図会議に参加

している保健医療福祉関係者へのインタビュー調査

を行った。既存資料は，陸前高田市が公開している

震災後の保健活動記録および報告書2,3)，未来図会

議の会議資料や議事録を掲載している Web ペー

ジ4)より，主に会議開催までの経緯，会議開催日，

会議内容および議題，会議参加組織等に関する情報

収集を行った。未来図会議記録は，主に陸前高田市

保健医療福祉全体像の方向性を検討している2012年
度までを本調査の分析対象とした。

インタビュー調査は2014年 2 月に陸前高田市にて

実施した。調査内容には被災当初のことが含まれる

ため，インタビュー実施には信頼関係が求められ

る。そのため，筆者と面識がある未来図会議創成期

関係者およびその紹介者を対象とした。対象者は，

事前に調査目的を説明しインタビューに対し承諾を

得られた未来図会議創成期を知る10人（県・市レベ

ル行政関係者 6 人，陸前高田市民を含む非行政関係

者 4 人）とし，インタビューガイドを用いた半構造

的インタビューを実施した。インタビューで得られ

た回答者の発言内容を抜粋し記載する。主な内容

は，「未来図会議に参加したきっかけ，動機，目

的」，「未来図会議への参加状況」，「会議から得られ

たこと」，「会議への期待」等とした。その後，既存

資料およびインタビュー結果を基に，経済協力開発

機構開発援助委員会（OECD/DAC）による評価 5
項目を用いて未来図会議を分析した。OECD/DAC
による評価 5 項目は，主に開発プログラムや政策等

の妥当性や達成状況を評価するため，国連機関や国

際協力機構（JICA）で最も一般的に使われている

評価指標の一つである5～7)。「妥当性」，「有効性」，

「効率性」，「インパクト」，「自立発展性」の 5 項目

に従い評価するものであり，これまでフィリピン台

風被害支援の政府開発援助評価8)や，東日本大震災

における NGO 活動評価9)といった，災害支援の評

価においても援用されている。

本研究における各評価項目の視点を表 1 に示す。

なお，未来図会議の到達目標とは，未来図会議創成

中心人物による当初目標である「情報交換の場，全

体の支援・方向性を考え議論していく場」を本調査

における到達目標と位置づけ，DAC 評価 5 項目に

沿って著者らが分析した。

倫理的配慮として，インタビュー調査依頼時に調

査目的および個人情報保護に関し説明するととも

に，インタビュー開始前に口頭にて再度対象者へ説

明し，承諾を得た上でインタビューを開始した。イ

ンタビューは，プライバシーが確保される場所にて

実施し，調査者が内容確認のみに使用する事を説明

し承諾を得た上で内容を録音した。

 結 果

既存資料による情報収集は，陸前高田市が公開し

ている保健活動記録報告書 2 編，Web ページより

入手可能な2011年 4 月から2015年 3 月まで約50部の

会議議事録および会議資料，関係者による保健専門
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写真 復旧期の陸前高田市保健医療福祉未来図会議

注）未来図会議ホームページ（http://www.koshu-eisei.net/saigai/rikuzentakatakaigi.html）
2013年 4 月19日会議スライドより引用
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誌掲載記事約25本，学会および講演会等での発表資

料約10本等から行った。

また，インタビュー対象者10人の内訳は，会議

コーディネーター 1 人，県保健所関係者 1 人，市役

所保健福祉関係者 4 人，医療従事者 2 人（行政 1
人，民間 1 人），民間団体代表者 2 人（陸前高田市

内団体 1 人，近隣市団体 1 人），内 7 人は陸前高田

市民であった。

. 未来図会議の創成

壊滅的な被害を受けた陸前高田市では，市役所本

庁舎がほぼ全壊し記録文書や住民基本台帳等の記録

とシステムが失われた。3 分の 1 もの市職員が犠牲

となり，地域住民を最も把握している職種の一つで

ある保健師も，9 人のうち 6 人が犠牲となった10)。

陸前高田市は，物的資源，人的資源，行政システム

すべてを損失した状況に陥った中，被災翌日から自

衛隊や警察，消防，災害派遣医療チーム（DMAT）

や他都道府県支援チーム等の支援受入れと調整対

応，さらに避難所運営等の業務に追われる日々が続

いた。市職員たちは，市全体の現状確認，情報集約

や支援調整の必要性を痛感しながらも，あまりの被

害の大きさと，押し寄せる支援への対応，避難所運

営に追われ，役割分担すら出来ない状況にあった。

そんな中，数名の幹部職員が声を上げ，情報集約と

共通理解，課題対応のための場を設定した。外部支

援団体の一員として支援にかけつけていた元陸前高

田市保健師が調整役となった。会議招集連絡は，手

作りのチラシと関係者間の口コミで行われ，震災後

16日が経過した 3 月27日に初回会議が開催された。

参加者は官民を区別することなく「すべての保健医

療福祉関係者」とし，場所は都道府県支援チームの

事務室として利用されていた避難所の一室で行われ

た。

. 未来図会議の経過

未来図会議の変遷を表 2 に示す。なお本表では震

災後から 2 年間の変遷を示した。

1) 緊急期（2011年 3 月～4 月）

3 月27日の初回会議から，ほぼ毎週会議が開催さ

れた。参加者は，管轄の県保健師，市保健師をはじ

めとする保健・医療・福祉各分野に関わる市担当

者，日本医師会災害医療チーム（JMAT），他都道

府県からの派遣支援チーム，民間支援団体等が主で

あった。会議では，被災者数や避難所数および避難

所利用者数等を含む最新の状況が共有され，県立病

院や JMAT からは市全体の医療提供体制や受診状

況と課題について，他都道府県支援チームからは担

当地区の状況報告と診療予定について報告された。

その他，薬剤師やこころのケア，避難所での健康運

動実施状況，老人福祉・保健施設や支援センターを

含めた高齢者福祉の状況報告，さらに外部支援団体

からも各団体がどの地域でどのような支援活動を実

施しているのか報告し，状況と課題を共有した。ま

た，市が派遣支援チームと合同で実施していた全戸

調査について毎回経過報告がされていた4)。

2) 復旧期（2011年 5 月～6 月）

各地区に設置されていた救護所が閉鎖され始めた

この時期，JMAT による未来図会議への参加は少

なくなり，会議の開催頻度も隔週となった。

未来図会議では，被災状況や現状の共有だけでな

く「中長期的な視点で地域全体を俯瞰し議論する場」

という目的が加わり，関係者全員で短期的な課題の

共有確認，さらに中長期的な今後の方向性を共有す
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表 未来図会議変遷（2011年 3 月から2013年 3 月)

時期 回数 日付 主なテーマ・内容 場所，参加者，会議での
動きや共有，確認事項等

陸前高田市の保健医療
福祉関連の主な動き

陸前高田市
の主な状況

緊急期

1 3/27
保健医療福祉の関係者と支援者チー
ムとの活動の現状と抱えている課題
の共有

【場所】避難所内支援チーム
事務室

【参加者】

初期行政の保健医療福祉
関係者，市内福祉関係者，
医療援護チーム，JMAT，
支援保健師チーム，運動支
援ボランティア等

徐々に外部支援団体，歯
科，薬剤師会，こころのケ
ア，リハビリテーション
チーム等が加わる

【動き・対策】

別々に実施されていた福祉
関係者会議，医療援護チー
ム会議，保健師チーム関連
会議の情報を統合させる役
割を未来図会議が担う

元陸前高田市保健師が会議
調整役を担うことが決定

全戸調査経過報告を通じ
て，要支援対象者と対応を
共通認識

中長期的視点での対応の必
要性について提起

3 月30日より全戸訪問
調査案検討開始

臨時診療所開設済み

県立病院はコミュニテ
ィセンターにて診療中

保健医療支援チームは，
1 日平均90名が入る

4 月 1 日巡回歯科診療
所開始

4 月 4 日地元診療所再
開

4 月 6 日健康生活調査
（全戸調査）開始

市役所仮庁舎（災
害対策本部横）に
て業務開始（3 月
20日～）

2 4/3
【現状報告】

被災状況（被災者数・避難所数・
避難者数）

ライフライン，行政機能・生活面
の復旧状況

保健医療福祉関係者の状況

市内 8 町の各状況

保健・医療・福祉各チームからの
報告

各避難所での相談状況推移

各支援チーム状況，活動報告

保健師支援チームの状況

【共有課題】

全戸調査経過報告から，要支援者
の状況

各機関の役割・体制，中長期的見
通し

保健医療福祉分野の今後の予定と
課題

3 4/5

4 4/8

5 4/15

6 4/26

県立高田病院にて乳児
健診再開（4 か月，10
か月）

こころのケア外来診療
開始（コミュニティセ
ンター）

保育所で午前保
育再開

市内バス 4 路線
運行

復旧期

7 5/4
代表者会議として開催

各機関代表者間で現在の課題の焦点
化を図る

関係者全員で保健医療福祉復
興計画を策定していく事が提
案された。

市ハイリスク職員への
メンタルヘルス相談開
始

8 5/10
【現状報告】同上

外部支援団体の活動報告，課題等

【共有課題】

各チームの現状確認，会議での情
報共有の目的説明

困っていること，悩んでいるこ
と，他チームへ依頼したい事等，
課題共有作業

中長期的計画（未来図）内容検討
開始

仮設住宅での対策，対応について

【場所】同上

【参加者】医療支援チーム数
が減少

【動き】

中長期的計画（未来図）の
検討開始

市の概要に，現状課題と今
後の見通し説明が加わる

栄養チーム，教育関係機関
の報告が加わる

仮設住宅への移動に伴い物
理的・精神的な「居場所づ
くり」の必要性が提案され
共通認識される

災害援助法救護班派遣
再延長（7 月まで）

避難所での疾病サーベ
イランスシステム構築

全戸調査 5 月末終了，
集計分析開始

医療チーム縮小

運動教室開催

保健医療チーム 1 日平
均60名前後に減少し支
援体制も変化

救護所受診者数減少，
撤退時期検討

避難者の推移に
変化無し

9 5/24

避難所から仮設
住宅への移動開
始

市役所仮庁舎へ
移転開始（一部
業務）

10 6/6

6 月末市全域上
水道使用可能と
なる

気仙大橋開通

復興期

11 7/2

【現状報告】

保健・医療・福祉各チームからの
報告

各支援チーム状況，活動報告

外部支援団体の活動報告，課題等

【共有課題】

現状確認，短期目標，活動予定に
関する情報共有

現場の復興に向けた意見交換

【場所】支援チーム事務室か
ら中学校大会議室へ，避難
所閉鎖に伴い 9 月よりコミ
ュニティセンターにて開催

【参加者】8 月末の保健師チー
ム撤退により，会議構成メ
ンバーが現地中心の構成と
なる（市職員，地元団体等）

【動き】

7 月より会議開催が隔週か
ら月 1 回へ

復興を視野に入れた中長期
的視点の重要性共有

未来図（中長期的計画）が，
「女性」，「子ども」，「高齢
者」等ライフステージ別に
提示

地元組織より，訪問看護，
地域包括支援，老健，三障
がい関係等の報告が加わる

支援チーム撤退後の連携強
化の重要性を再確認

悉皆調査では個人宅避難者
に重点を置くことを共有

保健医療チーム 1 日平
均20名前後に減少

災害救助法救護班派遣
終了

薬剤師ボランティア体
制終了

社会福祉協議会がサロ
ン事業展開開始

避難所閉鎖開始

12 8/12

“復旧から復興へ”

5 ヶ月間の活動の振り返り

秋以降の動きや活動予定

【共有課題】

復興に向けた意見交換

保健師チーム 8 月末撤
退

県立高田病院が仮設病
院にて外来診療開始

（7 月25日）

日赤救護所 7 月末で終
了

8 月12日全避難
所閉鎖。

市役所第 2 仮庁
舎オープン（保
健福祉関連課）

13 9/5

【共有課題】

支援チーム撤退に伴う新たな体制
づくりについて（市協力体制・連
携協働を目指した活動）

支援団体より今後の長期的活動方
針報告

個人宅避難者への支援必要性の共
有

地域リハビリチーム 9
月末で撤退

連携強化のため，関係
機関ミーティングの毎
週開催開始

58 第63巻 日本公衛誌 第 2 号 2016年 2 月15日



59

表 未来図会議変遷（2011年 3 月から2013年 3 月）（つづき)

時期 回数 日付 主なテーマ・内容 場所，参加者，会議での
動きや共有，確認事項等

陸前高田市の保健医療
福祉関連の主な動き

陸前高田市
の主な状況

復興期
（2011
年度)

14 10/13

【共有課題】

会議の位置づけの整理

“市民力”を意識した長期的な見
通しの議論

“緊急度は高くないが重要度が高
い課題”について議論していくこ
とを確認

復興計画のソフト面への課題

【場所】コミュニティセンター

【参加者】市職員，長期支援
の外部支援団体，地元団体
等

【動き】

復興に向けたソフト面の保
健医療福祉の方向性を会議
で検討していくとの報告が
される（部長より）

孤立している被災者への支
援課題明確化，共有

関係性の希薄化，孤立化等
のリスクに対する集団・地
域全体へのアプローチ（ポ
ピュレーションアプロー
チ）の重要性を確認

住民との協働が必要不可欠
であることを共有

在宅者への支援やマンパ
ワーの問題もあり，NPO
等との連携の必要性を共有

日常の関係性を通じた心の
ケアの重要性確認

秋に悉皆調査実施。調査実
施時のハイリスク者スク
リーニングや対応，傾聴に
よる心のケアの必要性を再
確認

自殺ハイリスクは男性，男
性支援の重要性確認

子ども子育て支援の重要性
を再確認

復興計画住民説
明会開催

市の合同慰霊祭
開催

15 11/21
今後の心のケアの在り方について
（自殺対策）

健康調査分析結果報告

第 2 回健康調査開始
（11月 9 日より）

16 12/26

地区別サロンについて，仮設集会
所がない地域の参加者の少なさが
示される

【共有課題】

未来図会議は目的ではなく「手
段」，日常生活や居場所を支える
住民と会議を共有できるようにし
たいと提案される

復興計画の中に未来図会
議にて課題として挙げら
れていた「暮らしが安定
したまちづくり」，「居場
所づくり」，「健康づく
り」，「地域包括ケア会議
による連携」が組み込ま
れる

市議会にて復興計
画議決

17 1/19

未来図会議の変遷と内容変化につ
いて確認

ライフステージ別に活動内容と課
題，方向性を報告

各団体活動が復興計画のどの部分
を担っているのか認識する必要性
が提案される

18 2/17

保健師による各担当地区の現状と
課題および今後の活動方針の報告

支援者自身の精神的疲弊への注意
喚起

高田病院の病床が
オープン

19 3/15
被災者健診結果説明（岩手県内の

大学教授より）

1 年の振り返りと新年度の方向性

復興期
（2012
年度)

20 4/19
市内各組織の今後の状況の共有

支援団体の今後の活動方針の共有

【場所】8 月より市役所庁舎
内会議室へ

【参加者】市職員，長期支援
の外部支援団体，地元団体
等

【動き】

会議名称を「保健医療福祉
包括ケア会議」から「保健
医療福祉未来図会議」に変
更

調整役を担っていた支援者
が市のアドバイザーに任命

先を見据えた具体的方向性
を議論・共有する会議に

ポピュレーションアプロー
チとして居場所作りのため
の取組み「はまってけらい
ん・かだってけらいん」の
具体化

保健医療福祉未来図に災害
公営住宅の見通し，コミュ
ニティ・出会いの大切さが
示され，長期的視点を提示

日々の活動が住民の心のケ
アになっている事を再確認

21 5/18
「仮設と非仮設」

見える被災と見えない被災を考える

今年度の全戸訪問調査について

22 6/29

“出会う”ことの大切さ
「はまってけらいん・かだってけら
いん」運動提起

健康生活調査の結果

仮設住宅等の支援状況

23 8/10

“出会い”“語る”ことの大切さ

はまってけらいんかだってけらい
ん運動（はまかだ運動）の具体化

健康生活調査実施（案）

外部団体による母親への調査結果
報告

24 9/13

上半期の振り返り

はまかだ運動の実践

こころの病へのヘルスプロモーシ
ョン

25 10/19
分科会陸前高田市の医療

医療・在宅医療に関する関係機関に
よるディスカッション課題，強み等

26 11/30 分科会陸前高田市の在宅医療

27 12/27 分科会高齢者

28 2/1 分科会高齢者 2

29 3/15 分科会自殺予防
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る内容が含まれるようになった。

3) 復興期（2011年 7 月以降）

7 月には災害援助法による救護班派遣が終了し，

未来図会議も月 1 回の開催となった。全避難所が 8
月に閉鎖され，これまで避難所の一室で行われてい

た会議は地域のコミュニティセンターでの開催とな

った。この時期は他都道府県支援チームがほぼ撤退

したこともあり，会議参加者にも変化があった。陸

前高田市職員の参加が増え，長期的支援を実施する

他県・他市町からの派遣保健師等専門職員，継続支

援中の外部支援団体が残った。さらに被災者主体の

復興支援を目的とし，仮設住宅における住民同士の

自主活動や，外部ボランティア活動の受入れ調整を

行う地元市民自らが立ち上げた団体，活動を再開し

た子育て支援団体等も会議に参加するようになっ

た。会議テーマは，各組織や団体からの情報共有の

他に，町づくりや復興を見据えた中長期的な課題の

共有や確認が行われていった。

震災から約 1 年が経過した2012年度からは，これ

まで調整役を行っていた外部支援者 2 人が市のアド

バイザーに任命され，未来図会議の運営は市が中心

的に行うこととなった。2012年 8 月より会議開催場

所が市役所庁舎内となり，現在に至る。会議での

テーマは，これまでの仮設住宅入居中高齢者等の要

援護者や，自殺対策といったハイリスクアプローチ

から，地域全体で捉えるライフステージ別課題，

“居場所作り”や“関係性の再構築”といったポピ

ュレーションアプローチによるこころのケアや地域

づくり，といった内容へ変化し，より広域的・包括

的な視点での課題が議論されるようになった。

また，全戸調査の分析を行った大学教授からの結

果報告の共有，市の施策化への具体的行動として

ワークショップ形式によるアクションプランの作成

といった内容が未来図会議にて行われている。

. DAC 評価項目による評価

DAC 評価 5 項目による評価概要を表 3 に示す。

1) 妥当性未来図会議実施の正当性・必要性に

ついて

甚大な被害により，保健・医療・福祉に関する被

害状況や現状が全く把握出来ない状況が続き，市全

体の現状把握と情報の集約，支援や業務の調整をす

る必要性が高まっていた中，市の幹部職員や，後に

調整役となる外部支援者らが「情報の集約と情報交

換の場」として会議開催を決行した。

「震災後の時期は情報が全く分からず，（保健・医

療・福祉の）情報を取りまとめる作業が必要だっ

た。（市役所保健福祉関係者）」

「（会議を）やらなきゃいけない状況だった。情報が

なく，みんな（何に）困っているのが分からず，助

け合うことも出来ないから。まず情報交換しない

と，という思い。助け合う場面を作るための会議か

ら始まった（市役所保健福祉関係者）。」

「状況確認，フォローと調整のため，個別の話では

なく全体について話をしてもらった。会議は市全体

の支援について考える場にしたかった。（市役所保

健福祉関係者）」

未来図会議は，官・民・外部支援団体の区別も，

市内・市外の区別も無いオープンな会議とし，すべ

ての保健医療福祉関係者の参加を可能とした。その

ことにより，多方面から様々な情報が集約され市全

体の現状把握が可能となり，陸前高田市の被害状況

や支援状況に関し，関係者全員の情報共有に繋がっ

た。市内民間団体等はとくに，市全体の状況や支援

内容等を直接かつ包括的に知ることも，自分達の状

況を関係者全体に自ら発信することも困難であっ

た。そのような民間団体にとって，未来図会議に参

加することは，現状を直接発信することができ，さ

らに必要な支援を受けることに繋がる貴重な場とも

なっていた。また不足している支援は何か，それを

誰が行えるのか，といった「支援調整の場」として

も機能していた。

「自分達以外は，どこで何をしているのか分からな

かったが，会議に行ってみて状況を把握できた。

（医療関係者）」

「未来図会議に行けば，市全体の状況や支援状況を

把握することができた。（市民団体代表者）」

「（会議は）大きな流れを確認する事を目的としてい

た。誰が，どこで何をしているのか，地区別の動き

を把握して，問題があれば誰が支援できるのかを考

えていく…自分達だけではどうにもならないことを

みんなで共有する場だった。（会議コーディネー

ター）」

「知恵と工夫で集まったので，最善策だった。官民

関係なく，やれる人が出来る事を行った。（県保健

所関係者）」

一方で，とくに緊急期においては医療や保健に関

する情報量が多く，またそのニーズも高い。そのた

め，障がい者支援等福祉分野の情報は少なく，未来

図会議は福祉関係者にとっては，情報提供のみで得

られるメリットは少なかった。

「福祉の事がなかなかみえなかった（県保健所関係

者）」

「初期の頃は，福祉分野として求めるものとフィッ

トしていなかった。（市役所保健福祉関係者）」
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表 DAC 評価 5 項目における未来図会議評価結果概要

評価項目 本調査における評価視点 評 価 結 果 主なインタビュー結果

妥当性
Relevance

未来図会議実施の正当
性・必要性

情報集約と情報交換の
場

支援調整の場

初期では福祉関係者へ
の参加メリットは少な
い

情報が全く分からず情報をまとめる作業が必要
だった。

自分のチーム以外はどこで何をしているのか分
からなかったが未来図会議に行ってみて状況を
把握できた。

未来図会議に行けば，市全体の状況や支援状況
を把握することができた。

官民関係なく，やれる人が出来る事を行なった。

最初の頃は福祉分野として求めるものとフィッ
トしていなかった。

有効性
EŠectiveness

未来図会議の目標達成・
効果について

課題の共通認識の場

具体策を議論する場

情報発信

役割確認

連携機会の創出

各部門が別々のステップを踏んでいる中，全体
の方向性の確認ができた。

情報発信の大事な場，住民としての声を出せる。

会議を通じて自分達の役割を考えたり，気づき
の場になった。

参加することで顔がつながり，支援に繋がった。

効率性
E‹ciency

会議実施プロセスが生み
出した効率性

タイムリーな支援のマ
ッチング

助言による効率的な活
動実施への貢献

支援チーム交替による
課題共有が困難

診療所の状況を伝えていたら，医療支援チーム
が診療所に入ってくれた。そのおかげで自分達
地元のスタッフが巡回診療を再開できた。

いろいろな意見やアドバイスをもらえて，どう
していくかの工夫に繋がった。

外部団体は冷静に見られるし，行政では考えら
れなかったような知見や経験がある。

(交代で）帰るチームへ課題を残していって欲
しいと伝えたが，実際は難しかった。

インパクト
Impact

会議による長期的・波及
的効果

課題の共通理解促進

研修的要素

施策化へ貢献

市関係者への精神的支
え

専門家の話を聞いて，新たな知識を得ることが
できた。

会議で把握したニーズは対応していくべきもの
だったので，施策化していった。

陸前高田の人も会議を通じて支えられているん
だって感じることができたと思う。

自立発展性
Sustainability

未来図会議の持続性・継
続性

議論する場として定着

行政民間双方にとって
必要なもの

外部コーディネーター
の存在が継続に大きく
貢献

復興計画のソフト面を未来図会議で議論してい
く。

未来図会議は行政として必要なものだから継続
できている。やめたらもったいない。

未来図会議は絶対に続けるべき。継続は力な
り。“Team all Takata”で市が一丸となって支
えていかないと。

コーディネート役を担ってくれた存在があった
からこそ本来業務を行うことができた。

コーディネーターが事前調整し準備をしてくれ
た。その存在が大きかった。

業務が沢山あり疲弊していたので，市職員だけ
では会議は続けられなかった。
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2) 有効性未来図会議の目標達成・効果につい

て

未来図会議は，状況が刻々と変化していく中で市

全体の支援活動の「課題を共通認識する場」となっ

ていた。加えて，仮設住宅移行期では入居後の単身

者や高齢者へのアプローチ，住民同士の関係性構築

といった課題への対応や対策について議論する等，

今後の方向性を確認し様々な課題に対する「具体策

を議論する場」にもなっていた。

「各部門が別々のステップを踏んでいる中で，全体

の方向性の確認ができた。（市役所保健福祉関係者）」

「会議を通じ，関係者の仲間づくり，コンセンサス

を得ることができた。（県保健所関係者）」

会議でのそれらの課題や議論を通じ，陸前高田市

民でもある民間団体参加者にとっては，住民として

の意見や必要と考える事を伝えることが可能な場と

しても重要であった。

「自分達の状況や取組みを発信していくことで，地
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域からの信頼を得ることに繋がった。（医療従事者）」

「全戸訪問での調査項目について，必要だと思った

事を発言して，入れてもらえた。市民としての声を

出せた。（民間団体代表者）」

未来図会議における議論を通じ，参加者それぞれ

が自分達に何ができるのか，自分達はどんな役割を

担っているのか「役割を確認し，考える場」にもな

っていた。

「会議を通じて自分達の役割を考えたり，気づきの

場になった。（県保健所関係者）」

「会議に出ることで自分の活動を整理できた。（民間

団体代表者）」

また，会議に参加することで関係者同士が繋が

り，新たなネットワーク形成や連携を生み出してお

り，未来図会議が連携の「機会」を創出する場にな

っていた。

「会議に参加することで顔が繋がり支援に繋がっ

た。（医療従事者）」

「会議を通じて，地元で顔が繋がっていった。（民間

団体代表者）」

未来図会議は，人材と知恵と技術が繋がる重要な

場としての役割を担っており，会議目標である「情

報交換の場，全体の支援・方向性を考え議論してい

く場」として有効であった。

3) 効率性未来図会議実施プロセスが生み出し

た効率性

未来図会議における情報共有や具体的課題の議論

を通じ，タイムリーに支援の需要と供給をマッチン

グさせる「機会」を創出し，それがきっかけとなり

外部支援団体が新たなサポートに入っていた。

「自分達の現状と直面する課題を会議で報告してい

たら，医療支援チームが，これまでの支援対象の枠

を超えて，初めて民間介護施設へ支援に入ってくれ

た。（医療従事者）」

「自分達が診療所の対応でいっぱいで巡回や訪問診

療にいけないと言っていたら，医療支援チームが，

診療所への支援を申し出てくれた。それでやっと自

分達地元の医療スタッフが，避難所や自宅を巡回す

ることができて，在宅医療中の患者の往診を再開で

きた。（医療従事者）」

また，未来図会議での議論を通じ，異なる経験を

もった多分野の専門家や外部支援団体から多くのア

イデアが出され，それが次の活動への工夫につなが

っていた。

とくに，大規模災害の経験や，物的資源やシステ

ムが乏しい中で保健医療活動を行っている国際協力

専門家や NGO 等の経験と知見は，物・人材・シス

テムを喪失した被災地において，実践的かつ有益な

アドバイスとなっていた11)。

「いろいろな方から意見やアドバイスをもらえて，

次にどうして行くかの工夫に繋がった。（民間団体

代表者）」

「外部団体は冷静にみられるし，これまで市役所で

は考えられなかったような知見や経験もある。（市

役所保健福祉関係者）」

「どうやったら良いのか分からないときに，海外と

同じ状況で，海外ではこうしているって話をされた

とき，そのやり方をすれば何とかできるんだと思っ

た。（市役所保健福祉関係者）」

一方，未来図会議実施プロセスにおいて困難だっ

た点として緊急期における短期派遣チームからの課

題集約の難しさが挙げられた。会議では，各関係者

から課題や改善点等を挙げていたが，1 週間ごとに

交代する支援チーム等からは，課題や改善点の提案

を得ることが難しかった。そのため，交代支援チー

ムからの課題等を未来図会議全体で共有していくこ

とが困難な場合があった。

「（交代で）帰るチームへ，課題を残して言って欲し

いと入力フォーマットを渡したが実際は難しかっ

た。（会議コーディネーター）」

このように，未来図会議は多方面からの知恵や工

夫の集積による新たな活動を生みだし，タイムリー

に必要な支援のマッチングが行われた。また，専門

知識や様々なアドバイスを得られたことが，官民双

方にとってより効率的な支援活動を生み出したとも

考えられ，未来図会議は効率的な支援実施に貢献し

ていた。一方，会議実施プロセスにおいては，緊急

期の短期交代チームからの課題集約の難しさがあ

り，効率的な支援活動に少なからず負の影響を与え

ていた可能性があった。

4) インパクト未来図会議による長期的・波及

的効果

官民の区別なく多方面から関係者が集まっている

未来図会議では，議論の中で専門家からの知見や助

言を得る，あるいは被災者への調査分析結果を大学

教授が報告する，といったことが行われている。様

々な関係者が同じ内容を共有することで，分野を超

えた課題に対する「共通理解の促進」に繋がってい

た。また，会議参加者は会議でのこのような議論や

報告を通じ新たな知識を獲得し，それらを日常の活

動に活用しようとしていた。未来図会議が研修的要

素をもち，参加者の能力開発にも繋がっていた。

「専門家の方々の話を聞いて，新たな知識を得るこ

とができた。（民間団体代表者）」

「専門家の話を聞くことで勉強になる。（会議は）研

修的要素もあると気づいた。（会議コーディネー
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ター）」

「“地域で支える仕組み”が大事。ハイリスクは専門

家に任せて，ポピュレーションアプローチでみんな

でやっていくことが大事になっていくということ。

（市民として）私も頑張ります。（民間団体代表者）」

さらに，会議にて把握した情報やニーズが，県や

市の施策化に繋がっていた。たとえば県レベルで

は，遺族ケアとして家族を失った人々が集まるサロ

ンを毎月開催している。これは未来図会議を通じて

把握したニーズや中長期的課題の議論から，県保健

所担当者が施策化したものである。市レベルでは，

課題の検討から“居場所”の大切さが共通認識され

「はまってけらいん，かだってけらいん（集まって

語りましょう）」という居場所づくりの市民運動へ

と繋がっていった。この運動は現在，市から気仙地

域全体の取組みへと拡大している。このように未来

図会議は，ニーズに沿った施策化に大きく貢献して

いた。

「未来図会議で把握したニーズは，県として対応し

ていくべきものでもあったので，（遺族ケアを）施

策化していった。（県保健所関係者）」

また，中長期的に支援を続ける他市町村の職員や

外部支援団体が会議に参加していることが，自身も

被災者でもある市職員や市民団体にとって精神的支

えになっていたとの声もあった。

「陸前高田の人も会議を通じて，支えられてるんだ

って感じることが出来たんじゃないかなって思う。

（県保健所関係者）」

このように未来図会議は，知識の普及と課題の共

通理解促進，参加者への研修的要素，行政の施策化

への貢献，行政関係者を含めた市民への精神的支

援，といった波及的効果を生んでいた。

5) 自立発展性未来図会議の持続性・継続性

震災から 1 年が経過した2012年度以降は，市が実

施主体となり未来図会議を開催し，現在に至る。未

来図会議における課題の共有や，復興に向けた具体

策等の検討は続けられており，未来図会議は課題や

対応を「議論する場」として定着している。また会

議に参加している民間団体や市民にとっては，市全

体の動きや方向性を知り，かつ発言できる貴重な場

として認識されている。未来図会議は，行政関係者

と民間関係者の両者にとって「必要なもの」と認識

されていた。

「復興計画のソフト面を未来図会議で議論してい

く。（市役所保健福祉関係者）」

「未来図会議は行政として必要なものだから継続で

きている。やめたらもったいない。（市役所保健福

祉関係者）」

「未来図会議は絶対に続けるべき。継続は力なり。

“Team all Takata”で市が一丸となって支えていか

ないと。（民間団体代表者）」

「自分たちの事を発信していかないといけないし，

違う分野のことも知れるので，これからも会議には

出席し続けます。（医療従事者）」

一方で，未来図会議のように多分野かつ多様な関

係者が参加する会議開催には，事前打合せや準備と

いった様々な調整が必要となる。これまで未来図会

議の継続開催を可能にしたのは，それらの事前調整

や準備を担っているコーディネーターの存在が大き

い。コーディネーターは，会議の創成に関わり，そ

の後も関係各組織や関係者と幅広く調整を行ってき

た。元陸前高田市保健師であり地域を良く知る外部

支援者が，会議のコーディネーター役を担っている

ことが，会議の継続開催に大きく貢献していた。緊

急期においては，県や市職員は支援対応等に追われ

会議コーディネートまで行う余力は無かった。その

後の復旧期・復興期においても，支援が縮小し人的

資源が不足したまま通常業務を行わなければなら

ず，同時に被災による様々な課題にも対応しなくて

はならない状況にある県や市職員が，会議開催まで

調整するのはほぼ不可能な状況であった。

「コーディネーターが事前調整に走り回ってくれた

りして，しっかり準備をしてくれた。その存在が大

きかった。（県保健所関係者）」

「業務も沢山あり疲弊してしまっていたので，市の

職員だけでは会議は続けられなかった。（市役所保

健福祉関係者）」

「コーディネート役を担ってくれた存在があったか

らこそ，市の本来業務を行うことができた。（市役

所保健福祉関係者）」

 考 察

これまでの DAC 評価 5 項目による分析結果か

ら，未来図会議は当初目標である，全体の支援・方

向性を考え議論していく場としての役割を果たして

いた。今後の災害対応計画への応用という視点も踏

まえ，未来図会議が果たしてきた役割を考察する。

. 官民一体の地域ネットワーク構築

未来図会議は，緊急期においては情報発信と集

約，現状把握，支援調整等の「場」として役割を担

い，復旧期においては新たな連携と支援の効率化を

生み出す「機会」の創出にも貢献していた。

甚大な被害を受けた陸前高田市は，人的・物的資

源，システムの喪失により，行政の力だけで対応す

ることは困難であった。出来る人ができる事をする

しか無いという状況から，未来図会議の参加者を官
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民・外部支援団体等の分け隔てなく保健・医療・福

祉関係者の誰でも参加可能としたが，結果としてこ

のことが，支援調整や支援の効率化を生み出すこと

に大きく貢献していたと考える。

上原は，東日本大震災のような広域大規模災害に

おいては「防災系組織や専門職能団体，民間支援団

体等の活動と効果的に連携するための統合対策本部

又は調整会議の設置が必要である」と述べており，

同じ目的で活動している様々なセクター間での情報

共有と連携が不可欠であるとしている12)。このよう

に民間支援団体も含めたあらゆる組織や団体の参加

と連携が，効果的な支援活動を生むために重要であ

るといえる。

また，日本はこれまでの大規模自然災害の教訓か

ら，様々な防災対策を講じてきた。これまで全 3 回

の国連防災世界会議を日本で開催し，日本の知見や

経験を世界へ還元し，世界の防災対策に貢献してい

る13)。これら世界的な防災対策においても，コミュ

ニティベースの組織や市民団体，研究者団体，民間

部門等の参加の重要性が述べられている14)。

. 平時からの地域ネットワーク構築

民間支援団体も含めた連携のためには，平時から

の関係性の構築といった基盤づくりが必須となる。

地域の基盤づくりにおいてその役割を期待されるの

は，日ごろから地域を熟知し，関係者との交流があ

る市町村保健師である。宮崎は，災害時における市

町村保健師の公衆衛生看護活動の推進基盤となるの

は，平時からの地元との関係性である，と述べてい

る15)。また，東日本大震災の経験を踏まえ作成され

た「大規模災害における保健師活動マニュアル」で

は，災害を想定した保健活動の在り方として，発災

前の関係機関とのネットワーク構築や社会資源とし

てソーシャルキャピタルの醸成や創造に努めるこ

と，さらに住民との協働を図り，地域に密着した公

衆衛生活動を行う事の重要性が述べられている16)。

今回の東日本大震災のような大規模災害において

は，行政の枠組みだけでは対応しきれないことが震

災の経験から教訓として残されている12)。地域ネッ

トワーク構築や資源としての地域コミュニティとい

う視点においても，平時から地域 NPO や民間団

体，地域の自治組織等との関係性を構築しておくこ

とが，有事における連携を円滑にし，地域保健活動

を強化するために重要であろう。

. 多機関の連携・調整機能

東日本大震災では行政機能が麻痺あるいは弱体化

した市町村も少なくなく，陸前高田市もそのひとつ

であった。そのような状況下においては，官と民，

専門家と行政，医療と保健・福祉を含む職種間等の

連携・協力体制をとることは難しい場合もあり，結

果，調整システムが十分ではなかったことが今回の

震災の教訓として指摘されている17～19)。

途上国等への国際災害支援においても，多機関の

連携は大きな課題であり，2015年 3 月に仙台にて開

催された第 3 回国連防災会議でも活発な議論が行わ

れた13)。国連や NGO では，分野ごとに平常時から

の連携強化を進めており，災害発生時には分野ごと

の調整メカニズムであるクラスターアプローチを実

施している20,21)。クラスターアプローチとは，世界

の大規模災害において，連携協力体制強化のために

実施されるアプローチのことであり，調整システム

について提言している世界銀行と日本政府の報告に

おいても取り上げられている17)。保健医療，栄養，

水と衛生等11分野を設定した上で，クラスター会議

には，国連機関や NGO，地元行政機関等が参加す

る。単なる支援団体の情報交換にとどまらず，支援

における重複を避け，支援不足のギャップを補うた

めに，限られた資源を効率活用し最大限の効果を上

げることを目指すものである19)。

本調査結果における DAC 評価 5 項目では，妥当

性・有効性・効率性において，情報交換や支援調整

等が未来図会議の場において行われていた。このこ

とから，既存システムにおける官同士の連携にとど

まらず，官民の区別なく保健医療福祉関係者が一堂

に会した未来図会議は，調整会議の役割を果たして

いた。したがって，未来図会議は緊急期・復旧期に

おいて，支援連携と支援の効率化を生み出すクラス

ターアプローチの役割を果たしていたと考える。

また，緊急人道支援において，緊急期から復興期

への移行のギャップが大きな課題になっている。緊

急期では被災地と支援団体，また支援団体同士が連

携し援助協働ネットワークが形成されるが，状況が

落ち着くにつれ，それらネットワークが薄れること

が多い。一度形成された援助協働ネットワークを，

緊急期のみならず復興期の開発支援まで継続的に有

効活用することの重要性が指摘されている22,23)。一

方，未来図会議は緊急期・復旧期・復興期にわた

り，その役割を変化させながら継続されてきた。震

災後早期から復興イメージを提示し，「中長期的視

野で共通認識をもち課題を検討する場」としてまち

づくりや課題への対応を検討し続けてきたことで，

緊急期から復興期まで，連携やネットワークが継続

され，行政関係者・市民や民間団体の両者にとっ

て，課題や対応を「議論する場」として，未来図会

議は定着している。

. レジリエンス（被災から回復する力）の醸成

DAC 評価 5 項目における有効性やインパクトに
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て示したように，未来図会議は，連携を生む機会，

参加者が自分達の役割を再認識する機会，また研修

機会により能力開発にも繋がっていた。同じ問題に

取り組む者同士が連携・協力したり，会議によって

得た知識やアドバイスを自分達の活動に活用したり

していたことから，未来図会議が個人およびコミュ

ニティにおけるレジリエンス，つまり被災者が被災

から回復する力24)の醸成に貢献したと言えるのでは

ないかと考える。

. コーディネーターの設置

未来図会議がこれまで長期に継続開催されている

要因として，コーディネーターの存在が重要であっ

た。陸前高田市においては，地域を熟知している元

陸前高田市保健師である外部支援者が主にその役割

を担っていた。緊急期ではとくに県や市職員は他機

関や団体等との調整を行う余裕など皆無に等しく，

コーディネーターが居なければ未来図会議は続けら

れなかった，との意見がほとんどの行政関係者から

聞かれた。

國井は「大規模災害時の調整役は災害支援の経

験，その分野の知識・技術が必要であり，むしろ外

部者の方が良いことも多い」と指摘している19)。ま

た上原は，災害対策本部が調整をするのは業務負荷

が大きいため，行政と信頼関係があるいずれかの民

間組織が，保健医療災害対策本部の指揮下ながら行

政組織とは別組織で独自の責任で運用するのが望ま

しい，と述べている12)。このように，災害支援の経

験があり，かつ地域を知り，行政関係者とも連携が

図れる民間団体等，行政以外のコーディネーターを

平時から設定しておくことが重要であると考える。

また，コーディネーター自身が「場づくり」の重要

性を常に意識しながら，調整を行っていた25)が，

コーディネーター自身が調整機能としての場の重要

性，必要性を認識しておくことも重要であると考え

る。

. DAC 評価項目以外の貢献要素

災害時の人道支援に関しては，介入前のベースラ

インとなるデータの入手が困難なこと，対照群を設

定することが不可能に近いこと等の理由で，プロジ

ェクトの評価が困難であるといわれている8)。本研

究では，評価指標として DAC 評価 5 項目を用いる

ことで，未来図会議が果たしてきた役割を分析する

ことができた。今後は，災害時の人道支援評価にお

いて，DAC 評価 5 項目を援用した事例を蓄積する

ことにより，災害時の人道支援の意義と限界を明ら

かにする必要があると考えている。

最後に，未来図会議に対するニーズや会議での

テーマは時間とともに変化しているが，一方で復興

へ向けたそれぞれの時期や段階に応じ必要な事を情

報共有し共通認識をもち，必要な事を「議論する場」

という未来図会議の原則的な役割は，緊急期から現

在まで変わっていない。この陸前高田市の未来図会

議の取り組みは，災害時のセクター別調整機能をも

つものである。

また未来図会議は災害時の地域資源を活かした地

域連携体制の構築と実践においても貢献しうるもの

であり，復興期以降では，継続的な保健医療福祉の

包括的アプローチへ貢献する取り組みと考える。こ

のような未来図会議の取組みは，今後の災害対応計

画において導入可能なモデルとなり得ると考える。

 提 言

これまで述べてきたように，未来図会議の取組み

は今後の災害対応計画のモデルとなりうるものとい

える。災害の種類や規模に応じ，その対応は変わる

が，本調査により得られた原則的な提言は以下の 3
点である。

1) 災害直後の出来るだけ早い時期に，保健医療

関係者が集まり，情報交換を行う会議の場を立ち上

げることが重要である。その際に外部支援者だけで

なく，復興の未来図を策定する主役である被災地の

行政組織，可能な限り民間も含めた地元の保健医療

福祉関係者が参加する必要がある。

2) 現場の声を集めるためには，会議参加者の資

格は問わず，自由参加にした方がよい。復興段階で

は福祉との連携が必須となるので，災害直後から，

福祉分野の団体や行政組織を巻き込んでおくことが

望ましい。

3) 緊急時に直ちに始動するためには，平時か

ら，地元 NPO や民間団体，地域自治組織等の社会

資源・人的資源との関係構築を図っておくことが重

要である。可能であれば保健医療福祉分野調整会議

のコーディネーター役を決めておくことが望まれる。

 お わ り に

東日本大震災の被災地である岩手県陸前高田市の

未来図会議の取組みは，震災後の教訓として指摘さ

れている連携調整システム構築を実践してきた取組

みといえる。公衆衛生活動を行う我々は，未曾有の

大災害を経験し復興に向け日々尽力されている被災

地の方々の経験から真摯に学び，それを次なる災害

対策へ活かしていかなくてはならない。この未来図

会議の取組みは，いつか必ず起こる大規模災害への

対策において，大きく貢献するものと考える。

今回の調査にあたり，貴重な時間を頂き被災当時の経



6666 第63巻 日本公衛誌 第 2 号 2016年 2 月15日

験をお話しくださった陸前高田市未来図会議関係者の皆

様へ，深く感謝いたします。

なお，本調査は厚生労働科学研究補助金（政策科学総

合研究事業H25政策一般007）の支援を受け実施しまし

た。また，開示すべき COI 関係にある企業等はありませ

ん。

(
受付 2015. 2.26
採用 2015.11.30)
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